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1. 現状分析（DX、GX、EBPM）
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DX（デジタル・トランスフォーメーション）とは

エリック・ストルターマン（2004）

「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること」

経済産業省（2022,「デジタルガバナンス・コード2.0」より）

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会の

ニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロ

セス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」
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・本研究
「企業価値を向上させる手段」

「利益を中心とした、企業の財務指標をより望ましい方向へ導く手段」
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日本におけるDXの活発化

図：検索数や論文数における「デジタルトランスフォーメーション」の推移（[3],p.12より引用）

2018-2019ごろ
から増加

DXレポート（2018）

「2025年の崖」に関する警鐘
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日本のDX政策の現状

2018

DXレポート

2019

DX推進指標

2020

DX認定制度

DX銘柄

2022

デジタルガバナンスコード 2.0

＊産業DXを対象とするため、経済産業省の政策を抽出
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「2025年の崖」
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GX（グリーン・トランスフォーメーション）

• 情報流通プラットフォーム

• MaaS

• 脱炭素目的のデジタル投資

• DX推進に伴う消費電力の増加

GX実現のためのDX DX実現のためのGX

DXとGXは一体となって進めることが必要

＝ 脱炭素やカーボンニュートラルの達成に向けた産業・エネルギー政策の大転換
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EBPM（エビデンスに基づいた政策立案）

Key-Word1:差の差分析 Key-Word2: ロジックモデル

図：差の差分析のイメージ
（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）

図：ロジックモデル事例（経済産業省）
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2. 先行調査 / 問題意識・本稿の位置づけ
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先行調査：IPA『DX白書2023』

DXのマクロ的な現状の把握

• 業種別のDX取り組み状況

＞「情報通信業」、「金融業」が高い

10
図：業種別のDX取り組み状況（IPA）
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先行調査：IPA「DX推進指標自己診断結果分析レポート」

11図：DX認定企業とDX認定未取得企業における各指標の現在値の平均（IPA）

• DX認定企業と

DX認定未取得企業の比較

＞指標の数値に統計的な差がある

＊指標(定性)

1 ~ 7-3：経営視点指標

8 ~ 9-6：IT視点指標
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DX調査/政策の問題点

12

～DX分野のEBPMの観点から～

•現状を正確に反映していない調査結果

＞参考データが複数（資料の多様さによる定義や分類軸のずれ）

＞根拠データが主観的（対象者、回答項目）

• GX との同時推進に対する取り組み

＞活発でない（GX の記述やDXとの同時推進に関する調査はない）

体系的かつ客観的な指標（公開データ）に基づいた分析が必要
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本研究の位置づけ

体系的かつ客観的な指標に基づいた分析

＞DX認定制度（認定されているか否か）
＞GXリーグ（参画しているか否か）
＞業種区分
＞財務データ

13

DXに関するマクロ的な現状の把握

DX と GX の同時推進企業についての分析
政策・施策の提言



3. 分析データセット / 分析方法について
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使用データ

①日本取引所グループ「東証上場銘柄一覧」 (n=4295)

②DX推進ポータル「DX認定制度認定事業者の一覧」 (n=1017)

③GXリーグ「参画企業プロフィール」 (n=568)

④金融庁「EDINET」を利用した企業の財務データ （n=3901）

＊EDINET APIを活用して有価証券報告書データを取得

15
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データセットの列（n=3105） 記載データ（備考）

銘柄名 （企業名）

17業種区分(17/33) Ex.）エネルギー資源/ 運輸・物流/ 機械小売/ 不動産

DXダミー（GXダミー） 0：DX認定（GXリーグ参画）をしていない
1：DX認定（GXリーグ参画）をしている

従業員数―3年平均 [人] （数値）

売上高―2年平均 [円] （数値）

売上高―1年間の増加率 [割合] （数値）

自己資本利益率―3年平均 [割合] （数値）

自己資本利益率―2年間の増加値 [ポイント] （数値）

当期純利益又は損失―3年平均 [円] （数値）

表：本研究における分析データセットの詳細（筆者作成）

DX先進企業
DX途上企業

DX・GX同時推進企業
DX単体推進企業

16
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分析方法

分析1：業種別 DX 先進企業の割合と DX 取り組み状況に関する比較分析

・ DX 先進企業数 ÷ 各業種の合計企業数

＞「DX白書2023」の「業種ごとのDX取り組み状況」での結果と比較

分析2：DX・GX 同時推進企業の割合に関する分析

・ DX・GX 同時推進企業数 ÷ 各業種の合計企業数

＞DX 先進企業の割合（分析1）からの減少値

17
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分析データセット

DX先進

（DX・GX同時推進）

大企業

17業種全体

情報通信・サービスその他

・・・

中小企業 ・・・

DX途上

（DX単体推進）

大企業 ・・・

中小企業 ・・・

分析3：DX 先進企業と DX 途上企業における財務データの差の分析

分析4：DX・GX同時推進企業における財務データの差の分析

＞データを以下に分類

分析方法（つづき）

18

＊分析3のみ
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＞＞以下の財務指標に基づいて、平均値の差を分析（＋ t検定）

1. 売上高―2年平均（＝売上高）

2. 売上高―1年間の増加率 （＝売上高増加率）

3. 自己資本利益率―3年平均（＝ROE）

4. 自己資本利益率―2年間の増加値 （＝ROE増加ポイント）

5. 当期純利益又は損失―3年平均（＝純利益）

差の差分析（前図）を参考にした分析方法のイメージ → 時間

財務指標

1，3，5の差

2，4

の差DX先進
（DX・GX

同時推進）

DX途上
（DX単体推進）

19

分析方法（つづき）



4. 分析結果・考察
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分析1の結果：業種別のDX取り組み状況

業種

金融・保険業（①）

電気・ガス・熱供給・水道業（②）

運輸業・郵便業（③）

建設業（④）

不動産・物品賃貸業（⑤）

情報通信業（⑥）

農業・林業/漁業（⑦）

卸売業・小売業（⑧）

製造業（⑨）

サービス業（⑩）

正のギャップ

負のギャップ

図. DX 先進企業の割合と
業種別 DX 取り組み状況の割合（DX 白書）の散布図（筆者作成）

表. 業種におけるDX取り組み状況の比較表（筆者作成）
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分析1の考察

正のギャップ：DX白書での分析結果よりも実際はDXの取り組みに活発である

負のギャップ：DX白書での分析結果よりも実際はDXの取り組みに活発でない

（理由の考察）

2．分析企業の対象 正

1．主観データと客観データの違い 負

情報通信業
（主）DXの

取り組みに活発
（客）経産省が求める
DXには達していない

運輸業・郵便業

分析データセット
＞上場企業

DX白書
＞ +非上場企業
（中小企業など）

22
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分析2の結果・考察

0

10

20

30

40

50

DX先進割合(%) DX・GX同時推進割合(%)

・DX・GX 同時推進は活発でない
・減少値が大きい（金融・保険業）

＞DX、GXは
それぞれ単独で見られる
現状がある

23

図.業種別DX先進企業の割合とDX・GX同時推進企業の割合 （筆者作成）
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分析3の結果（一部）
業種【大企業】 DX途上(百万円) DX先進(百万円) 純利益の差(百万円) t検定

17業種全体 10,910 50,347 39,438 ***

エネルギー資源 5,423 125,080 119,657 *

電機・精密 18,761 74,861 56,100 ***

金融（除く銀行） 22,498 66,152 43,654 *

機械 8,882 50,665 41,782 ***

情報通信・サービスその他 9,760 42,489 32,728 *

不動産 3,768 33,342 29,574 ***

建設・資材 7,276 34,583 27,307 ***

商社・卸売 3,934 21,310 17,376 **

小売 5,282 22,084 16,803 **

素材・化学 9,435 23,378 13,943 **

自動車・輸送機 26,342 245,580 219,238 -

電力・ガス -12,700 37,208 49,908 -

医薬品 36,522 81,060 44,538 -

鉄鋼・非鉄 11,047 51,401 40,354 -

食品 12,803 25,982 13,179 -

運輸・物流 3,888 -33,307 -37,195 -

表. 【大企業】DX先進企業とDX途上企業におけるそれぞれの純利益とその差（筆者作成） 24
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分析3の結果（仮説との対応）

仮説（分析3）：

「いずれの財務指標でもDX先進企業の方がDX途上企業よりも値が大きく、その
差も統計的に有意である。また、業種によって差の程度が異なる。」

財務指標 大企業 中小企業

1. 売上高 〇 △

2. 売上高増加率 × ×

3. ROE △ ×

4. ROE増加ポイント × ×

5. 純利益 〇 △

表. 分析3における仮説に対する結果のまとめ（筆者作成）

時間

財務指標

1，3，5

の差

2，4

の差DX先進
（DX・GX

同時推進）

DX途上
（DX単体推進）

【再掲】差の差分析（前図）を参考にした分析方法のイメージ
25
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分析3の考察

1．DX認定制度は企業の利益向上に寄与しているとは言い難い

売上高増加率とROE増加ポイントでの有意差がない

＞企業の財務的な成長度合いの差がない

2．財務的に余裕のある企業がDX認定の取得に活発である

売上高とROEと純利益で有意差

＞事業規模の大きい企業や利益を多く生み出している企業がDX認定の取得に積極的

3．負の有意差から見る特定業種のDX推進状況

DX先進企業の値が小さい有意差

＞現在DX推進の真最中であることが予想できる

26
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分析3の考察（つづき）

図.【大企業】ROEで有意差のあった業種のROE値とその差（筆者作成）
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分析4の結果（一部）

企業分類
DX単体推進企業

(百万円)

DX・GX同時推進企業
(百万円)

純利益の差(百万円) t検定

大企業同時推進 31,126 78,043 46,918 **

中小企業同時推進 9,353 28,882 19,529 *

・大企業では売上高とROEと純利益
・中小企業では売上高と純利益
で有意差

表. 企業分類別DX・GX同時推進企業における純利益の差（筆者作成）

分析3の結果と同じ

28
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分析4の考察

1．DX・GX同時推進の取り組みは企業の利益向上に寄与しているとは言い難い

＞しかし必ずしも利益と直接かかわる必要性はないので、妥当

2．財務的に余裕のある企業がDX・GX同時推進に活発である

＞差の程度もさらに大きい（右図）

3．負の有意差から見るDX・GX同時推進状況

＞負の有意差になるのも妥当

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

大企業 中小企業

分析3ー純利益の差 分析4純利益の差
図. 企業分類別,分析3と分析4における
純利益の差の大きさの比較（筆者作成）
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5. 政策提言
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3つの政策提言

1：産業DXにおけるEBPMの促進

2：企業の“DX-Ready”に向けた支援の促進

3：DX・GX同時推進の促進

31
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政策提言1：産業DXにおけるEBPMの促進

1．DXの現状分析の継続実施

•業種別の DX 取り組み状況の現状の
把握

•DX施策（DX認定制度）の効果測定

2．DX定量指標の公開促進

•DXの定量的な指標を活用した分析を
行うべき

•「DX推進指標」の見直し

長期的なDXの効果測定 先行企業（DX銘柄）への呼びかけ

32



© The Tokyo Foundation for Policy Research

All rights reserved.

政策提言2：
企業の“DX-Ready”に向けた支援の促進

1．支援団体を活用した施策

•ゆとりがない中小企業

•「地域DX促進活動支援事業」の強化
(地方自治体や地方のDX推進団体との連携)

2．ナッジを活用した施策

•ゆとりはあるが舵を切らない企業

•DX推進に向けた行動促進
（アンカリング、損失回避、デフォルトオプショ
ン、ピア・プレッシャー）

企業への積極的DX支援 行動経済学の観点を考慮した施策の検討

33
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政策提言3：DX・GX同時推進の促進

事業適応計画（産業競争力強化法）の見直し

•DX投資促進税制とCN投資促進税制

＞制度の併用活用は可能だが、上限値が単体時と同じ

＞合計上限（20％）の引き上げ

DXとGXの同時推進を行う上でのインセンティブを付与

34



ロジックモデル作成による効果検討
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直接コントロールできる部分 経済・社会等の変化
（誰が/何が、どう変化することを目指しているか）

（インプット）

予算
[百万円]

ーーーーー

協力企業等
・DX銘柄企業

（アクティビティ）

DXの現状にお
けるマクロ的な分
析の継続実施

DX推進指標に

おける定量指標
の公開促進

（アウトプット）

DXに関わる分析の
報告数

[1年あたりの報告件数]

企業のDXに関わる
定量指標の公表数

[1企業当たりの
DX指標の公表数]

（アウトカム）

企業の
DX推進体制の強化
(DX認定企業の
増加）

[1年間での新規のDX

認定企業数]

政府のEBPM促進

[DX施策の数]

[個々のDX施策の
KPI達成率]

（インパクト）

企業の
DXの促進
（産業DXの
推進）

図 .政策提言1 のロジックモデル（筆者作成）
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政策提言1：産業DXにおけるEBPMの促進
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政策提言2：企業の“DX-Ready”に向けた支援の促進

直接コントロールできる部分 経済・社会等の変化
（誰が/何が、どう変化することを目指しているか）

（インプット）

予算
[百万円]

ーーーーー

協力企業等
・＊DX支援団体

（アクティビティ）

支援団体を
活用した施策

ナッジを
活用した施策

（アウトプット）

DX認定に関わる
相談件数

[相談企業数]

[相談件数]

企業のDXに対する
行動変容
[ ]

（アウトカム）

DX認定企業の
増加

[1年間での新規の
DX認定企業数]

（インパクト）

企業の
DXの促進
（産業DXの
推進）

図 .政策提言2のロジックモデル（筆者作成）
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政策提言3：DX・GX同時推進の促進

直接コントロールできる部分 経済・社会等の変化
（誰が/何が、どう変化することを目指しているか）

（インプット）

予算
[百万円]

ーーーーー

協力企業等

（アクティビティ）

DX投資促進税制と
CN投資促進税制の
併用におけるインセ
ンティブ増加

（アウトプット）

政府の投資税制の
採択企業数

[1年間の申請企業数]

[1年間の採択企業数]

企業のDX・GXに
対する投資額

[DX投資額、割合]

[GX投資額、割合]

（アウトカム）

DX・GX同時推進
企業の増加

[1年間のDX・GX

同時推進企業の増
加数]

（インパクト）

企業（日本）の
DX・GXの推進

図 .政策提言3 のロジックモデル（筆者作成）



6. おわりに
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まとめ

• 日本のDX取り組み状況に関する現状調査に注目

＞EBPMやGXとの同時推進の観点から現状の問題点を指摘

＞企業を分類（DX認定、GXリーグ） + 分析（割合、財務の差）

＞政策や施策の提言 + ロジックモデル

分析結果と提言内容は、
今後のDX推進に向けた政策決定や産業DXに関わる研究に対する参考となり得る
と考える
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